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要   　 旨

　本稿の目的は、日本の自動車部品産業における企業の技術能力形成の特質について考察することであ

る。本稿では、分析概念として製品アーキテクチャを導入し、自動車部品の技術特性が部品メーカーの

技術能力の形成に与える影響を考察する。製品アーキテクチャとは、製品システムの機能要素と物理構

造との組み合せに関する設計構想であり、モジュラー型と統合型に分類される。自動車部品の多くは、統

合型アーキテクチャである。統合型アーキテクチャの下では、製品システムの一貫性を実現するために、

部品間・工程間・企業間で継続的な調整を必要とする。そのため、技術能力の形成は、システム構成要

素間の調整機能を充実させる方向に進化する傾向がある。本稿では、専門部品メーカー２社の事例分析

を行い、事例企業において調整機能を実現させるためにいかなる取り組みがされているか、また製品アー

キテクチャの相対的違いが技術能力の形成にいかなる影響を与えているかを考察している。
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1．はじめに

　本稿の目的は、日本の自動車部品産業における

企業の技術能力形成の特質について考察すること

である。

　日本の自動車産業は1980年代に国際的な注目を
集め、多くの研究がその競争優位の究明に取り組

んだ（Womack, et al., 1990; Clark and Fujimoto,
1991; 藤本・西口・伊藤、1998）。それらの研究を
通じて、部品メーカーの高い技術能力が日本車の

国際競争力の向上に多大な貢献をしていることが

明らかになった。その結果、海外の自動車産業に

おいても日本的な部品取引システムが部分的に導

入されるまでに至った。

　しかし90年代に入り、日本の部品メーカーの国

際的な優位性が揺らぎつつある。ものづくり面で

海外部品メーカーのキャッチアップが進むと同時

に、国内では長引く不況により自動車生産台数が

激減し国内の事業機会が縮小している。また近年

では、部品のモジュール化が進みつつあり、モ

ジュール化に対応できない部品メーカーの淘汰が

指摘されている1）。表１は近年における日本の自

動車メーカーの部品モジュール化への取り組みで

ある。

　部品モジュール化の動きは、従来部品メーカー

が暗黙裡に前提としていた製品アーキテクチャを

顕在化させる。詳しくは２節で説明するが、製品

アーキテクチャは製品開発・製造システムや企業

間分業の在り方に深く関連している。本稿の基本

的な仮説は、製品アーキテクチャの特質に応じて

1）例えば、『日経ビジネス』1998年10月12日号、『週刊
東洋経済』1999年10月16日号、『日経メカニカル』
2001年11月号など。
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企業に求められる技術能力も異なるというもので

ある。そこで本稿では、部品メーカーはいかなる

領域で技術能力を形成し、製品アーキテクチャの

違いが技術能力の形成にいかなる影響を持つのか

検討したい。

表 １　日本自動車メーカーにおけるモジュール化への取り組み

　本稿の構成は以下の通りである。まず２節で、

分析の概念的枠組みとして製品アーキテクチャの

概念を導入し、技術能力と製品アーキテクチャの

関連性について説明する。３節では、技術能力形

成の環境要因としての部品取引システムの特徴を
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をできるだけ限られた部分に集約し、かつイン

ターフェースのルール化を図ろうとする設計構想

である（図２［a］参照）。要するに、システムの構
成要素間の相互作用関係を削減し、システム全体

の複雑性を低減させようとするのがモジュラー型

である。

整理し、続く４節では筆者達が行ったインタ

ビュー調査に基づいた事例分析を行う。そして５

節で部品メーカーの能力形成について若干考察し、

６節で今後の課題を述べむすびとする。

２．分析の概念的枠組み

�　製品アーキテクチャの概念

　近年、企業の製品開発戦略を分析する切り口と

して「製品アーキテクチャ」の概念が注目されて

いる2）。製品をシステムとして見ると、製品シス

テムは複数の機能要素とそれを物理的に体現して

いる部品によって構成されている（Ulrich, 1995）。
すなわち、製品アーキテクチャとは「どのように

して製品を構成部品や工程に分割し、そこに製品

機能を配分し、それによって必要となる部品・工

程間のインターフェースをいかに設計・調整する

かに関する基本的な設計構想」である3）。図１は、

アーキテクチャの分類次元を示している。製品

アーキテクチャには、大別して�モジュラー型

アーキテクチャと�統合型アーキテクチャがあ

る4）。両者の違いは、一言で云えば、システムの

複雑性への対処の仕方にある。

　モジュラー型アーキテクチャは、システムの構

成要素間の相互関係の中で相対的に関連性の低い

部分でシステムを切り分け、分化したシステム

（モジュール）間のインターフェース（接合部分）

2）代表的な研究に、Sanchez and Mahoney （1996）、
Ulrich （1995）、藤本・西口・青島（2001）などがあ
る。

3）藤本、武石、青島（2001）、４頁。
4）アーキテクチャの分類方法に関する詳細な議論は、
前掲書（第２章）を参照されたい。

　例えば、モジュラー型アーキテクチャの代表的

な製品として、デスクトップ型パソコンがあげら

れる。デスクトップ型パソコンは、CPU やハード
ディスク、メモリ、モニタ、キーボードなど機能

的・構造的に独立性の高い構成要素群（モジュー

ル）にシステムが切り分けられており、各モ

ジュールは標準化されたインターフェースで接続

される。モジュラー型アーキテクチャのもとでは、

例えば、情報の記憶容量を大きくしたい場合、パ

ソコン全体の設計を変更する必要はなく、メモリ

やハードディスクを増設したり取り替えたりする

だけで済む。また原理的には、インターフェース

のルールを守る限り、各モジュールがどのような

設計や形状を持っていてもシステムは機能する。

そのため、モジュール設計や製造の自由度が大き

くなり、モジュールレベルでの技術進歩が進展し

やすくなる性質がある。

　これに対し、統合型アーキテクチャは、システ

ムの複雑性を許容し、構成要素間の複雑な相互関

係を継続的な調整によって達成しようとする設計

図１　モジュラー化の次元

図２［b］　システムの統合化

図２［a］　システムのモジュラー化
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思想である（図２［b］参照）。
　統合型のアーキテクチャを持つ典型的な製品は

自動車である。自動車は非常に多くの部品によっ

て構成されるだけでなく、各部品の相互依存が非

常に大きい。例えば、燃料タンクの設計は、燃料

タンク本体の機能要件だけでなく、エンジンや駆

動システム、サスペンションの構造、シートの位

置などから影響を受ける。また、走行時の振動や

風切り音といった乗り心地系の性能となると、そ

の機能を単独で担当する部品は存在しない。タイ

ヤ、サスペンション、ショックアブソーバ、シャ

シー、ボディなど様々な部品の組み合せの総体と

してより優れた乗り心地が実現されるのである。

�　技術能力形成の焦点

　では、製品アーキテクチャと部品メーカーの技

術能力とはどのような関連性があるのだろうか。

部品メーカーの技術能力には次のようなタイプが

ある。

  第一の技術能力は、部品の生産工程に関するも
のである。工程技術能力の課題は、生産の効率性

と柔軟性の追求にある。効率性の問題はしばしば

「QCD」に要約される。すなわち、部品メーカー
は、取引を維持するために、非常に高い品質

（Quality）の部品を低コスト（Cost）で納期
（Delivery）を厳守して供給することが求められ
る。３者の関係は相互的で、生産工程の各段階に

おいて仕掛かり部品の品質を維持することにより、

部品在庫の削減や生産リードタイムの短縮が可能

となる。また、自動車部品では、部品品質の向上

や納入価格の引き下げ、納期短縮の要請は一時的

なものではなく、継続的な達成が求められる。こ

うした効率性を高めるためには、原材料や作業の

無駄を排除する一方、出来るだけ作業条件を平準

化し、生産プロセスの安定化を図ることが重要で

ある。

　しかし実際には、急な増減産や生産品目の変化

などにより、必ずしも生産条件を一定に保つこと

は難しい。そこで、生産の柔軟性が重要となる。

生産の柔軟性には、数量変化への柔軟性と種類変

化への柔軟性がある。前者は生産品目の急な増大

もしくは減少に対して、後者は生産品目の種類の

変化に対して、生産コストや品質を損ねることな

く対応する能力である。こうした柔軟性の達成は、

多品種少量生産が一般化している自動車産業では

必須の要件である。

　第二のタイプは、製品（部品）開発能力である。

部品メーカーの製品開発（自動車メーカーから見

ると部品開発）の特徴は、独自の製品市場をもた

ず、開発が自動車メーカーの要請を受けて行われ

ることである。開発部品の基本的な仕様や設計は

発注側の自動車メーカーが行うため、部品メー

カーの開発は、部品の詳細設計や工程設計が中心

となる。開発部品に対する自動車メーカーのニー

ズは比較的はっきりしているため、部品メーカー

の開発努力の焦点は開発部品のコストや品質の実

現に集中する傾向がある。

　以上の技術能力の分類は、部品の生産プロセス

を基準としているが、製品アーキテクチャの観点

に立つと、もう一つタイプの異なった技術能力が

見えてくる。それは、システムの構成要素間の相

互関係を調整し、システムの一貫性を実現する能

力である。これが第三の技術能力のタイプであり、

本稿ではこれを「調整能力（coordination capabil-
ity）」と呼ぶ。

�　部品メーカーの調整能力

　一般に、自動車メーカーは部品メーカーへの発

注の前段階で、部品の内外製区分を決定する。ど

の部品を外注するかは自動車メーカーの製品開発

戦略に属する問題であるが、外注部分と内製部分

との相互依存関係が薄くなるように内外製区分の

境界を引くのが基本である。すなわち、自動車

メーカーは開発車両の基本設計の段階において、

部品間の機能的・構造的相互関係を調整した上で、

外注部品の詳細設計や生産を部品メーカーに委託

するのである。

　したがって、第一に、部品メーカーが担う調整

活動は、自動車メーカーによる事前の調整（内外

製区分の設定）を前提として、部品メーカー内で

完結する調整である。受注部品の詳細設計や生産

工程における調整などが主な内容である。部品

メーカーが受注する部品は、少なからず複合的で、

複数の部品を組み付けた部品ユニットとして自動

車メーカーに納入する。このとき基本的な仕様や

設計図面が自動車メーカーから支給される場合で

も、部品を完成させるために必要な情報を全て図

面に反映させることは難しい。実際に部品を加工
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し、組み立てるプロセスで、部品メーカーが部品

間の微妙な噛合わせを調整し、統一性を出す必要

が生じる。例えば、熟練工による仕上げの仕事や

図面の修正がこうした調整活動に当たる。

　第二に、企業の境界を越えるような調整活動も

部品メーカーには求められる。例えば、部品の生

産ノウハウを活かした製造性のよい部品設計を実

現するために、部品メーカーが受注部品の設計を

修正する場合などには、部品メーカーと自動車

メーカーとの間で活発な調整が必要となる。詳し

くは次節で検討するが、日本の自動車産業では、

外注部品の設計や試作に部品メーカーが積極的に

かかわり、調整能力を発揮してきた。近年では、

自動車メーカーとの垂直的分業の中で、部品メー

カーはますます大きな調整能力が求められる傾向

が見られる。

　さて、こうした部品開発・生産における調整の

方法は、製品アーキテクチャによって異なる。例

えば、自動車のコックピット部分の設計をとりあ

げると、構成要素としてメーターなどの計器類、

オーディオ機器やエアコンなどの操作盤、ワイ

ヤーハーネス、樹脂パネルなどがある。また、コッ

クピットを埋め込む車体部分の形状、ステアリン

グ装置、クラッチ装置などの周辺部分との接合も

考慮しなければならない。これらの構成要素の間

で機能的・構造的に適切な調整を行わなければ、

一貫性のあるシステムを実現することは出来ない。

　モジュラー型アーキテクチャの場合、構成要素

間の調整は事前に設定されたインターフェース・

ルールに基づいて行われる。例えば、オーディオ

機器やエアコンなどのスイッチ類を共通の操作盤

に集約し、重複する配線や電子基盤を共通利用す

る。さらに、操作盤とオーディオ機器やエアコン

とのインターフェースを標準化することによって

互換性を実現する。こうすることによって、例え

ば CD プレーヤーを MD プレーヤーなどに変更す
る場合に、操作盤やエアコンとの干渉を気にする

ことなく組換えを実現できる。オーディオ機器や

エアコンの開発および生産段階では、互いに機能

や構造の調整を行わなくても、事前に設定された

インターフェース・ルールに準拠することによっ

て、予定調和的にシステムの統一性が実現される。

　このとき重要なのは、製品開発の段階で、モ

ジュールのインターフェース・ルールをいかに設

定するかである。インターフェース・ルールが事

前に決定されることによって、各モジュールの開

発および生産活動は半ば独立的に行うことが出来

る。しかし、インターフェース・ルールが曖昧で

あったり拡張性に欠ける場合、トータルとしての

システムの改善可能性が制約されてしまう。モ

ジュール・レベルで大幅な技術革新があっても、

既存のインターフェースの規格がボトルネックと

なって、システム全体では技術革新の成果が十分

に反映されない可能性があるからである。した

がって、モジュラー型アーキテクチャにおいては、

インターフェース・ルールの設定が調整能力形成

の焦点となる。

　他方、統合型の場合、構成要素間の調整は継続

的な擦り合せが基本となる。例えば、計器類や

オーディオ機器、エアコンを一体的にコックピッ

ト・パネルに組み込んで継ぎ目をなくすことに

よって、見栄え品質を改善することが出来る。ま

た、コックピット部分と車体とを一体成形するこ

とによって剛性や密封性を増すことが出来る。反

面、設計段階において考慮すべき変数が著しく増

え、開発負荷が大きくなる。例えば、空調ダクト

の位置が変更されると、計器類やワイヤーハーネ

スなどの周辺部分の設計を次々と修正する必要が

生じる。統合型では、構成要素間のインター

フェース・ルールを緩く設定する代わりに、継続

的あるいは試行錯誤的な調整を許すことによって、

システムのトータルとしての最適化を図るのであ

る。

　継続的な調整は、生産工程においても必要とな

る。統合型では、部品設計の擦り合せが継続的に

進められるために、設計変更に生産工程も漸次対

応しなければならない。設計変更によって、治具

や金型などの用具や生産段取り、作業手順なども

修正する必要がでてくる。また、混流生産が進ん

だ生産ラインでは、他の生産品目との調整も必要

である。そうした調整を継続的かつ柔軟に実現す

ることが統合型アーキテクチャでは調整能力形成

の焦点となる。

　以上のように、部品メーカーの技術能力は、工

程技術能力、製品開発能力、調整能力の３つの領

域で形成される。能力形成の基礎となるのは、部

品メーカーの技術開発や設備投資、教育訓練、事

業経験の蓄積などである。さらに、こうした部品
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メーカーの主体的な取り組みに加えて、環境要因

として自動車メーカーとの取引関係も重要な役割

を果たしている。そこで次節では、製品アーキテ

クチャとの関連性に注目しながら、日本の部品取

引システムについて検討しよう。

３．製品アーキテクチャと部品取引システム

�　部品取引

　日本の自動車部品取引システムの特徴の一つは、

部品の外注比率の高さである。Clark and
Fujimoto（1991）の国際比較研究によると、1980
年代において自動車メーカーの生産コストに対す

る外注部品の比率は、日本では約70％、米国では
52％から55％であった。また、外注部品の開発に
部品メーカーが関与する割合は、日本では平均で

約70％に達するのに対し、米国では約20％にとど
まっていた。

　自動車のように統合的なアーキテクチャ特性を

持つ製品では、部品間の相互依存関係を継続的に

調整するために、大きな開発負荷がかかる。自動

車メーカーにとって部品の外注化は、部品の設計

および生産にかかわる作業を部品メーカーに移転

し、節約した経営資源を車台やエンジンといった

より基幹的な部分の開発に集中させるねらいがあ

る。

　とくに日本の場合、高度経済成長期における乗

用車市場の急成長に対し、自動車メーカーは成長

機会を最大限に捉えるために、生産規模と販売車

種を同時に拡張させる必要に迫られた。開発すべ

き部品の数量および種類も飛躍的に増大していっ

た。しかし、当時の自動車メーカーは経営資源の

制約が大きく、多様な開発車種について部品を内

製化する余裕を持たなかった（Nishiguchi, 1994）。
そのため、図３に示されるように、増大するシス

テム複雑性への対策として、部品開発および製造

の外注化が行われるようになったと考えられる。

　ところが、自動車は構成要素間で緊密な擦り合

せを必要とする製品である。部品の外注化に際し、

当初、自動車メーカーは部品の仕様決定から基本

設計、詳細設計までを自ら行い、部品の加工や組

立のみを部品メーカーに委託していた。こうした

外注方法を「貸与図方式」という。貸与図方式で

は、部品設計に伴う複雑な調整は自動車メーカー

が行い、調整の手間のかからない部分が部品メー

カーに外注されていた。しかし、次第に部品メー

カーの技術能力が高度化するにしたがって、部品

の設計作業も部品メーカーに委託されるように

なった。それが以下で説明する「承認図方式」で

ある。

�　部品開発の企業間分業の仕組み

　承認図方式とは、自動車メーカーが開発部品の

基本的な仕様（目標コスト、目標性能、外形、取

り付け部詳細図などの情報）を部品メーカーに提

示し、部品メーカーが部品の詳細設計や部品試

作・テストなどを行う部品開発方式である。部品

メーカーが提示した詳細設計図面を自動車メー

カーの設計担当部署が検討し承認することから承

認図方式と呼ばれる。自動車メーカーは部品の要

求仕様に関する情報を２、３社の競合する部品

メーカーに示す。部品メーカーは、その部品の開

発・受注をめぐって競い合う（開発コンペ）。この

開発コンペは、通常６～12ヵ月かかるといわれて
いる。

　承認図方式では、部品メーカーに次の点が求め

られる。

　第一に、部品の設計・試作・テストを遂行する

開発人員や機械設備などの経営資源が必要である。

承認図メーカーは、単純な部品の加工から次第に

生産機能を垂直方向に拡張するパターンを辿るこ

とが多い（浅沼、1997）。最初、部品メーカーは、
単純な部品の下請加工から取引を開始し、次第に

より複雑な加工や組立度の進んだ部品を受注する

ようになる。その中からさらに有力な部品メー

カーが選別され、部品の設計開発までも委託され

図３　日本の完成車メーカーの部品外注比率の推移
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るようになる。ただし、承認図メーカーと呼ばれ

るのは、部品の設計に加えて、性能テストや品質

保証まで出来る部品メーカーである。

　第二に、部品開発過程で生じる変化への対応が

求められる。品目によって程度が違うが、自動車

部品の多くは統合的なアーキテクチャ特性を持っ

ている。そのため、部品開発に当たっては、一部

の構成要素での設計変更の影響が他の関連部品の

設計にも波及していく。しかも自動車部品の場合

は、部品開発および生産を企業間分業しているた

め、設計変更の影響が企業の境界を越えて波及す

る。自社の都合だけでなく、自動車メーカーや他

の部品メーカーの事情で受注部品の設計を変更せ

ざるを得ない状況が生じうる。開発段階が進むほ

ど、部品の設計変更に伴う作業負荷やコスト、

リードタイムが大きくなる。

　こうした設計変更に伴う調整コストを最小限に

とどめるため、自動車メーカーの製品開発システ

ムや開発手順などに関する知識や対応力が部品

メーカーに求められるようになる。自動車メー

カーの製品開発プロセスにおいて、どの部分で設

計変更が生じやすいのか、どのような内容の設計

変更が多いのか、設計変更が生じたときどのよう

な組織プロセスを経て調整されるのかといった知

識があれば、部品メーカーの側も部品設計の影響

を抑えるための対策を講じやすいからである。

　部品メーカーは、こうした課題に対処するため

に、自動車メーカーの開発部門と緊密な連携関係

を築いている。例えば、「ゲストエンジニアリン

グ」は、そうした連携を実現する制度的な仕掛け

の一つである。ゲストエンジニアリングとは部品

開発の一定期間、部品メーカーの開発担当者が自

動車メーカーの開発部署の一室に常駐し、自動車

メーカーの担当エンジニアや他の部品メーカーの

ゲストエンジニアとともに共同で部品設計に取り

組む仕組みである。ゲストエンジニアは、自動車

メーカーの開発担当者と時と場所を共有すること

により、設計変更などに関する情報を即座に収集

し対処するのである。

　また、部品メーカーは、開発の後工程で生じる

可能性のある問題を開発の前工程にフィードバッ

クし、予め部品設計に盛り込んでおくことで、設

計修正の発生率自体を抑える開発戦略をとること

もある。いわゆる「問題解決のフロント・ロー

ディング」あるいは「デザイン・イン」の仕組み

である。デザイン・インとは、開発部品の基本仕

様や詳細設計を決定する段階に部品メーカーが参

加し、部品の設計内容について部品メーカーが積

極的に提案していく制度である。とりわけ、部品

メーカーが持つ部品製造のノウハウを部品設計に

反映させ、加工や組立が容易な部品設計を実現す

るための有効な手法である。

�　企業間関係の一体化

　こうした承認図方式による部品開発の仕組みは、

特定の自動車メーカーへの部品メーカーの関与を

深め、結果的にその取引関係に特化した技術能力

を発達させる傾向がある5）。

　承認図部品を供給する部品メーカーは、部品の

製造ばかりでなく部品の詳細設計・試作・テスト

に至る幅広い活動領域で自動車メーカーとの相互

関係を深めていく。部品メーカーの開発活動は、

デザイン・インなどを通じた提案活動を通じて自

動車メーカーの製品開発プロセスと一体的に機能

する。他方、部品メーカーにとって、自動車メー

カーの製品戦略や開発システムは事業活動の与件

として存在し、特定の自動車メーカーとの部品取

引を最適化する方向に技術能力の形成が方向付け

られる。

　言い換えると、日本の企業間部品取引システム

は、製品システムと同様に、統合的なアーキテク

チャとなっている。実質的に、部品メーカーは自

動車メーカーの生産システムの構成要素として一

体化している。それにより、企業の境界を越えて

製品開発や生産システムを最適化することが可能

になる。しかし一方で、いったん確立した企業間

分業システムを変更する潜在的コストも大きくな

るのである。

４．事例の検討

　では次に、部品メーカーは実際にどのような技

術能力を形成しているのだろうか。ここでは、事

例を詳細に記述し検討してみたい。とくに次の点

に注目する。第一に、システムの構成要素間（部

5）こうした企業の境界を越えた調整能力は「関係的能
力」と呼ばれる（浅沼、1997；山田、1998）。
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品間・工程間・企業間）の調整を実現するための

実際の取り組みについて検討する。また、自動車

部品は統合的なアーキテクチャを持つ品目が多い

が、個別に見るとアーキテクチャの統合度（ない

しモジュラー度）には相対的な濃淡がある。そこ

で第二に、製品アーキテクチャの相対的違いが要

素間の調整のあり方にいかなる影響を与えている

か検討する。

  分析対象には中堅自動車メーカーを主な取引先
とする専門部品メーカー２社をとりあげる6）。一

社は燃料タンクを、もう一社は自動車用シートを

主に生産している。なお、本節の事例は、筆者達

が2001年６月から７月にかけて行ったインタ
ビュー調査に基づいている。

�　燃料タンクの事例

a）会社概要
　Ａ社（資本金２億４千万円、従業員数850名）
は、燃料タンク、ボンネット、トランク、ホイー

ルエプロン、クロスメンバーなどの車体部品を主

要製品とする専門部品メーカーである。中堅自動

車メーカーＸ社を主な取引先とし、Ｘ社向け燃料

タンクでは、Ａ社が全車種に100％納入している。
同社は、燃料タンクの詳細設計、金型製作、製造、

品質保証まで一貫した生産体制を築いている。と

くに生産管理技術の向上に力を入れており、すで

に ISO9001 および QS-9000 の承認を受け、TPM
（Total Productive Maintenance）優秀賞の受賞実
績もある。

b）燃料タンクの製品特性
　燃料タンクは周辺部分に対して相対的に統合的

なアーキテクチャを持つ部品である。燃料タンク

に求められる機能要件は比較的単純だが、周辺部

分と物理的な干渉が多いのが特徴である。燃料タ

ンクの形状や配置場所は、エンジンの位置や駆動

システム、サスペンション、室内空間の間取り

（シートの位置など）に左右される。燃料タンクの

仕様は他の関連部品の設計が決定した後に、空い

たスペースに埋め込む形で決定される。そのため、

燃料タンクの設計は、車種・オプション・仕向地

によってすべて異なり、燃料タンクの生産種類は

膨大である。

c）設計段階における自動車メーカーとの調整
　燃料タンクは周辺部分との干渉が多いため、設

計に当たっては自動車メーカーの開発部門との調

整の必要性が高い。

　Ａ社は、Ｘ社から仕様の提示を受けた後、燃料

タンクの詳細設計から量産準備、量産まで一貫し

て行っている。燃料タンクの仕様は車体設計の終

わりの段階で決定する。燃料タンクの仕様がＡ社

に提示されるのは量産開始の約８～10ヵ月前であ
る。Ａ社はこの仕様に基づいてタンクの詳細設計、

試作、テストを行う。この期間は約４ヵ月である。

Ｘ社では量産の約４ヵ月前からパイロットと呼ば

れる量産テストを行うため、部品供給メーカーは

パイロットまでにオンリー部品（設計が終了し、

後は加工するだけの段階の部品）の段階まで到達

していなければならない。

　以前は、燃料タンクの設計作業は、Ａ社とＸ社

が共同で行っていた。1985年頃までは、エンジニ
アがＸ社のデザイン室に出向いて、Ｘ社のエンジ

ニアと共に開発作業に従事した。いわゆるゲスト

エンジニアリングである。

　ゲストエンジニア制度の直接的なねらいは、車

体の設計過程で生じる不確実性への対応にあった

と考えられる。一般に、新開発車の開発手順は、

まず基本仕様を決定した後、機能をブレークダウ

ンしていく。機能の割振り（機能設計）が決定す

ると、機能を実現するための物理的な構造（構造

設計）が検討される。

　燃料タンクの仕様は、車体設計段階の後半に決

定される。そのため燃料タンクはより上位の機能

部品や車体部品に対する設計上のバッファとなっ

ている。つまり、他の部品の設計自由度を優先さ

せることによって、燃料タンクに設計的なしわ寄

せが回ってくる。こうした設計作業上の理由から、

燃料タンクの設計には細かな変更が頻繁に生じる。

こうした設計変更を自動車メーカーと部品メー

カーとの間で図面などをやり取りして調整してい

ては、きわめて非効率である。Ａ社の開発人員が

一定の開発期間、Ｘ社の設計部門に常駐してタン

クの設計変更に対応する方が複雑性処理の点でよ

り効率的である。

6）事例の記述を掘り下げるため、事例の件数は２社に
とどまった。したがって、本節の事例分析は、製品アー

キテクチャの枠組みを通じて観察される部品メーカー

の技術能力を例示することを狙いとしており、必ずし

も普遍的な知見をここで示すものではない。
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　さらに、ゲストエンジニア制度は、間接的には

次のような効果を持つと考えられる。完成車メー

カーは、大量の開発人員を有し、研究開発や技術

開発に大規模な投資をしている。また、車の全体

構造や機能について体系的な知識やノウハウが蓄

積されている。そうした技術的知識を独自に獲得

することは、部品メーカーには経営資源の制約が

大きい。おそらくゲストエンジニア制度は、完成

車メーカーとの共同の開発作業を通じてより高度

な技術的知識を体験的に吸収する組織的な場と

なっていると考えられる。

　Ａ社の場合、燃料タンクの設計は委託図方式7）

に近い形で行われていた。すなわち、設計作業は

ゲストエンジニアを通じてＡ社とＸ社が共同で行

うが、設計に関する最終責任はＸ社側が負った。

この点から、当時（1980年代）のＡ社の開発能力
がまだ十分ではないというＸ社側の評価を見て取

れる。Ｘ社は、燃料タンクの設計をＸ社のエンジ

ニアの監督と指導のもと、Ａ社のゲストエンジニ

アに委託する方式を取っていた。

　その後、Ａ社の設計能力が高まり、また設計品

質への信頼性が蓄積されるにしたがって、設計作

業におけるＡ社の自律性は次第に高まっていった。

1980年代末からは、構想段階の仕様がＸ社側から
提示され、それに基づいてＡ社の責任で燃料タン

クを設計するようになった。品質保証もＡ社で行

うようになった。ただし、設計作業自体はＸ社に

出向いて行っていた。Ａ社の技術力が認められ、

設計作業を完全にＡ社本社で行うようになったの

は、1995年頃からである。この時期から、設計図
面などは情報技術を活用して、電子データの状態

でX社のデザイン部門と直接やり取りするように
なっている。

　Ａ社の対応を整理すると、同社では燃料タンク

の設計におけるシステム複雑性に対して、企業間

の擦り合せを強化する形で対処してきた。すなわ

ち、ゲストエンジニアをＸ社に派遣し、両社の開

発担当者が場所と時間を共有することによって、

高度な調整を実現した。近年では、3D-CAD/CAM
などの情報技術を導入し、企業の境界を越えた調

整を行うために、必ずしも物理的に場所を共有す

る必要はなくなった。しかし、燃料タンクのアー

キテクチャは基本的には変化しておらず、構成要

素間で高度な擦り合せを必要とする点は変わりな

い8）。Ａ社では、設計技術の蓄積と情報技術の導

入により、構成要素間の擦り合せ能力を高度化す

る方向に技術能力を進化させていると解釈できる。

d）組織内における調整：TPM 活動
　次に、Ａ社内部での技術能力の形成について見

てみよう。

　同社では1980年代末から全社をあげて TPM
（Total Productive Maintenance）活動に取り組ん
でいる。Ａ社では、燃料タンクは自動車の重要保

安部品であるという認識から、「加工トラブル・ク

レームをゼロにするため設計の初期から品質を作

りこむ」ことが TPM 活動のターゲットとされた。
　従来同社では、燃料タンクの不具合は製造プロ

セスの後半のステップで発見されることが多かっ

た。製造段階での不具合の発生は、実際に原材料

や部品、設備が動いているために、損失が大きく

なる。同社ではこの点を重視し、設計段階で品質

問題を前倒しで解決することが試みられた。Ａ社

では TPM 活動を推進するプロジェクトチームを
編成し、社長直属の部隊とした。改善活動の結果、

前段階で不具合が摘出できるようになり、設計者

の取り組みが源流志向へと変化した。また、問題

解決に当たって機能的な見方が定着し、VE
（Value Engineering）への関心が高まった。
　さらにＡ社では、TPM 活動の射程を生産工程
の改善から競争力のある製品開発へと展開して

いった。90年代半ばからは自動車の生産台数が低

7）委託図方式とは、自動車メーカーが部品メーカーに
部品の詳細設計を委託する部品開発方式である。承認

図方式に近い部品開発方式であるが、承認図方式では

設計部品の意匠を部品メーカーが持つのに対し、委託

図方式では自動車メーカーが保有する点が異なる。す

なわち、承認図方式では開発部品の品質保証責任を部

品メーカーが負うが、委託図方式では品質保証責任は

自動車メーカー側にある。

8）ただし、1980年代に燃料タンクと燃料ポンプの一体
化が進められ、燃料タンクの製品定義は拡大してい

る。Ａ社では、1988年頃から燃料ポンプ一体型の燃料
タンクを製造するようになった。業界全体では、トヨ

タの動きがもっとも早く、1980年代の前半にはすでに
一体型燃料タンクを採用している。しかし、燃料タン

クと燃料ポンプは、別々のサプライヤーにより供給さ

れており、燃料タンク単体のアーキテクチャには大き

な変化はない。
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迷し、燃料タンクの生産数量はピーク時（90年）
の６割弱に低下した。生産数量が減少する状況下

でいかに利益を出せる体制を築けるかが課題と

なった。

　そのために、94年末の実績を基準として98年末
までに達成すべき目標を売上高、営業利益率、新

規商品受注件数について具体的な数値で設定した。

その目標を実現するために、Ａ社ではすでに構築

していた製品初期管理システムをベースにして、

提案型開発を折り込んだ自動車製品開発管理シス

テムを構築に取り組んだ。また、フューエルポン

プ・ユニット、異業種用タンク、フィラーパイプ、

インシュレーターの開発に取り組み、新たな顧客

企業の開拓を展開したのである。

　このケースでもＡ社は、燃料タンクの統合的な

アーキテクチャを所与として、組織の擦り合せ能

力を高度化することで、システム複雑性に対処し

ていると解釈できる。すなわち、同社の TPM 活
動は、各工程内における無駄を排除していく一方

で、工程間の連携を強化している。例えば、製造

段階で発見された不具合を前工程にフィードバッ

クし、設計の工夫によって不具合を未然に防ぐ取

組みを展開している。こうした取り組みは、製造

経験の蓄積が累積的に製品設計や工程設計に反映

され、製造現場における熟練が製品や設備へと具

現化されるプロセスと理解できる。

�　自動車用シートの事例

a）会社概要
　Ｂ社（従業員数 約1,000名）は、中堅自動車
メーカーＸ社に自動車用シート（以下、シート）

納入する専門部品メーカーである。自動車部品の

製造は1950年代半ばから開始し、シート事業には
60年代半ばに進出した。現在、Ｂ社の売上高は約
400億円（平成11年）に達している。同社の主力
製品は自動車用シートで総売上高の約70％を占め
ている。この他では、シート構成部品、ギアシフ

ト、サンバイザーなどを生産しており、総売上高

の20％弱を占めている。
b）シートの製品特性
　シートは、燃料タンクと比較して、相対的にモ

ジュラー的なアーキテクチャを持つ部品である9）。

シートは数多くの下位部品により構成される。

シート部品の生産には、金属や樹脂といった硬い

素材の加工成形に加え、シートカバーの貼り付け

やウレタンの成形などの柔らかい素材の加工が含

まれる。部品点数が多く、素材の性質が多様であ

るため、シートの組立てラインは自動化が難しく、

人手に頼らざるを得ない工程が多い。

　また、シートはモジュール化がもっとも早く進

んだ部品である10）。Ｂ社の主要取引先であるＸ社

の場合、シートのモジュール化（サブ Assy 型モ
ジュール）は1970年代に開始している。Ｂ社は、
数多くの部品を予め組付け、完成したシートとし

て自動車メーカーに納入する。そのため、シート

の完成品は重量が重く体積もかさばるため、遠距

離からの輸送が難しい。Ｂ社の本社工場は、取引

先のＸ社の本社工場と隣接して建設されており、

短期間でシートを納入できる体制を築いている。

c）設計段階における自動車メーカーとの調整
　シートの開発は、先行開発→量産開発→試作→

テスト→生産準備→製造のプロセスをたどる。Ｂ

社では、シート開発の初期段階（仕様の決定期）

にエンジニアをＸ社に派遣して細かな調整に当た

る。量産開始のおよそ18ヵ月前にシートの仕様が
決定（デザイン・フィックス）される。仕様決定

後は、シートの設計作業をB社本社に持ちかえっ
て、詳細設計から品質保証までB社が一貫して行
う体制となっている。

　Ｂ社の部品開発はいわゆる承認図方式である。

シートの設計図面の所有権はＢ社側にあり、品質

保証責任も同社が負う。その際、品質保証責任の

決め手となるのが当該シートのスペックである。

9）ただし、ここでのモジュラー性の評価は、自動車部
品間での比較を前提としており、デスクトップ型パソ

コンなどと同程度にシートがモジュラー的であること

を意味するわけではない。

10）ここで、会社用語としての「モジュール」と学術用
語としての「モジュール」には若干のズレがある。Ｘ

社におけるモジュールは、物理的にサブ assy の進ん
だ複合部品を指し、必ずしもインターフェースの集約

化や標準化の視点はない。しかし、シートの場合、シー

トと車体との接合部分は比較的集約されており、標準

化の程度も相対的に進んでいる。したがってここで

は、会社用語としてのモジュールとは定義的には若干

距離のあるものの、実態的にはモジュラー的な特性を

持っていることから、シートをモジュラー的なアーキ

テクチャを持つ部品と位置付けた。
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Ｂ社が品質保証責任を負うのは、Ｘ社との間で合

意されたスペックの範囲内である。したがって、

スペックの決定段階では、Ｂ社とＸ社との間で非

常に緊密で微妙な調整を必要とする。このとき、

「安全性品質にかかわるスペックの決定や性能試験

には、技術やノウハウの蓄積が必要であり、これ

がシート市場への参入障壁」となっている11）。基

本仕様決定後は、自動車メーカーとの調整頻度は

減少し、Ｂ社内で詳細設計から試作・テストまで

を行い、Ｘ社の最終的なチェックを経て、量産が

開始される。

　このように、モジュラー型アーキテクチャ特性

を持つシートの設計作業では、比較的早期に開発

シートのスペックおよび企業間の役割分担が決定

する。そして企業間の調整は、スペックの決定段

階においてもっとも活発化し、その後は各企業内

で半ば独立的に開発作業が進められるようになる。

d）組織内における調整：生産方式の革新
　次に、Ｂ社内における能力形成の状況について

考察する。

　Ｂ社では1980年代半ばまでベルトコンベアを
使った流れ作業によってシートを組み立てていた。

ベルトコンベア上を流れるシートに部品を組み付

けていく方式で、当時としては一般的な組立て方

法であった。しかし、工程によってはシートを裏

返して部品を組み付けるような作業もあり、必ず

しも作業性のよい生産ラインではなかった。

　Ｂ社が生産工程の革新を実現したのは1985年頃
のことである。当時、シートの品質保証への要求

が非常に高まっていた。従来の生産方式では、

シートの製造品質の水準は作業員の熟練に依存す

る部分が少なくなかった。例えば、シートの土台

であるシートアジャスター（スライダー）の位置

決めは、作業員が手動で行わなければならなかっ

た。

　Ｂ社では、「治具コンベア」方式の開発により、

組み立て作業の精度を向上させた。治具コンベア

では、まず治具で土台を作り、その上に部品を下

から順番に積上げるようにしてシートを組み立て

ていく。治具で土台を固定するようになりシート

アジャスター間のピッチが安定した。さらに、

シート設計を抜本的に見直すことにより、部品を

下から順番に組み付けられるようになった。これ

により作業性が向上し、従業員の作業負荷も大幅

に軽減された。

　Ｂ社における治具コンベア方式の開発は、品質

保証への対応として始められたが、結果的には組

立生産性の大幅な向上を実現した。こうした工程

革新が可能であったのは、同社が製品設計および

設備開発を内製化していたためである。生産機能

を垂直的に拡張することによって、技術の一貫性

が高まり、シート技術の体系化が進んでいる。

５．部品メーカーにおける能力形成

　本節では、まず事例研究の結果を整理し、それ

に基づいて部品メーカーの技術能力形成の方向性

について検討する。

�　事例の整理

　第一に、工程技術能力について見ると、事例企

業は両社とも生産技術の一貫性あるいは体系化を

追及する姿勢が明確であった。Ａ社の場合、燃料

タンクのプレス加工から金型、プレス機械の内製

化、さらに燃料タンクの設計へとより上流へと生

産機能を拡張させている。また、Ｂ社でも、シー

ト部品の加工からシートの組み立て、金型、機械

設備の内製化、シート設計へと垂直方向へ生産機

能を広げている。それにより、コストの削減や品

質の向上を生産段階だけでなく、工程設計あるい

は部品設計の段階にまで遡って体系的に取り組ん

でいる。

　第二に、製品開発能力に関しては、事例企業は

比較的限定された領域で、製品技術の一貫性を追

求する傾向が見られた。例えばＡ社の場合、1980
年代の後半から燃料タンクと燃料ポンプの一体化

が進められたが、当初は燃料ポンプは大手部品

メーカーＹ社から供給されていた。Ａ社は徐々に

燃料ポンプの内製化を進め、現在ではポンプの基

幹部分はＹ社から供給されているが、その他の部

分はＹ社から技術供与を受けＡ社が加工し、組み

立てるようになっている。またＢ社の場合、座席

クッション用のウレタンの成形からシートアジャ

スタやリクライナなど、シートの構成部品を全て

内製化している。Ｂ社は最近、他系列の一次部品11）Ｂ社、技術本部副本部長へのインタビューによる。
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メーカーへシート部品の供給を開始したが、提案

力込みの供給力が高く評価されている。シート部

品の供給において、シート全体の技術を体系的に

理解した上での提案であることが、他の二次シー

トメーカーに対する競争優位となっている。

　第三に、調整能力については、事例企業は品質

の向上やコストの削減を目指して工程間および企

業間の連携を強めている。まず、工程間の調整に

ついて見ると、Ａ社の事例では、TPM 活動を通じ
て各工程の無駄を排除していくと同時に、工程間

の連携を強化する方向に能力形成が進んでいた。

基本的にＡ社では、統合的なアーキテクチャに伴

うシステム複雑性は維持し、システム複雑性を処

理する組織ルーチンを高度化する方策をとってい

る。例えば、生産段階（後工程）で発見した不具

合（例えば、組み立て時の作業性の悪さや部品間

の接合不良など）を設計段階（前工程）にフィー

ドバックし、下流で生じる問題を上流で前倒しし

て解決する取り組みが継続的になされていた。こ

うしたボトムアップ型の取り組みは、生産現場で

蓄積された経験を燃料タンクの設計に反映させ、

部品の品質やコストを漸進的に改善する効果を生

んでいる。

　Ｂ社では、治具コンベア方式の開発により、熟

練に依存した調整の必要性を低減させる方向に生

産システムが進化していた。すなわち、ベルトコ

ンベア方式から治具コンベア方式への移行は、製

造段階における熟練に依存した構成要素間の擦り

合せから、開発段階における設計レベルの擦り合

せへの移行と理解できる。Ｂ社においては、工程

間の連携を深めると同時に、シートの設計をより

モジュラー的なものに変更することにより、製造

段階における構成要素間の擦り合せの必要性自体

を軽減する方向へと向かっていた。

　また、企業間の連携を見ると、事例企業は主要

取引先Ｘ社との間で緊密で継続的な協力関係を構

築していた。ただし、両社の対応は生産部品の

アーキテクチャ特性を反映して若干異なったもの

となっていた。相対的に統合型アーキテクチャの

燃料タンクでは、周辺部品とのインターフェース

の調整に手間がかかり、燃料タンクのスペック

（および企業間分業の範囲）の最終的な決定が開発

工程の後半までずれ込む傾向があった。すなわち、

統合型アーキテクチャの場合、初期の段階ではス

ペックを緩く定義し、その後状況の変化に応じて

漸進的にスペックを決定していく。そのため、設

計に柔軟性を維持することができるが、継続的な

調整のためのコストは大きくなる。

　それに対し、相対的にモジュラー型のシートで

は、開発段階の比較的早い段階において自動車

メーカーとの間で活発な調整が行われ、スペック

決定後は部品メーカー内で一貫して開発－試作－
テストの作業が行われた。早期にスペックを決め

るためには、スペック決定後に生じうる変更事項

を予め予測しスペックに折り込む必要がある。し

たがって、モジュラー型アーキテクチャの場合、

スペック決定時にもっとも活発な調整が必要とな

る。

�　能力形成の方向性

　続いてこれまでの議論に基づいて、製品アーキ

テクチャの違いがもたらす技術能力形成の方向性

について検討しよう。ただし、本稿でとりあげた

事例は限られており、事実の積上げもまだ十分で

はない。また、能力形成の方向性は、事例企業の

今後の能力形成を予測するものでもない。した

がって、ここでの議論はあくまでも展望を示すに

とどめることにする。

　第一に、工程技術能力について見ると、モジュ

ラー型では、部品の共通化と組合せを通じて生産

の柔軟性を追及する方向が考えられる。生産工程

では、多種類の製品（部品）を効率よく柔軟に生

産しなければならない。このとき、どの製品にも

共通する中核的な部品（モジュール）と品目に

よって異なる周辺的な部品（モジュール）とにシ

ステムを切り分ける。中核的モジュールと周辺モ

ジュールとの間のインターフェースは標準化して

おき、ニーズ（車種、用途、仕向など）に応じて

組み替えられるようにする。その上で、中核的モ

ジュールは一定の予測に基づきいわば「見込み生

産」のような形で生産し、周辺部分については需

要に応じて受注生産する。そして、生産工程の適

切な段階で両者を組合せ、完成品を供給すること

によって、生産数量や品目の変動に対し柔軟な対

応が可能となる。

　他方、統合型では、構成要素間の擦り合せを高

度化し、精度の高い生産品質を実現する方向に技

術能力が進化することが考えられる。高度な擦り
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合せを機能させるためには、熟練の恒常的な形成

が鍵となる。Ｂ社が以前採用していたベルトコン

ベア生産方式では、シートの組立品質を決めるの

は究極的には作業者の熟練であった。匠と呼ばれ

る熟練工の存在が生産システムの効率性を維持す

るために不可欠であった。統合型における工程技

術能力の向上のためには、生産現場で形成される

熟練をいかに形式化し普及させるか、さらには工

程設計への熟練の反映をいかに進めるかが重要と

なる。

　第二に、製品開発能力に関しては、モジュラー

型では、やはり部品あるいはモジュールの組み合

せを通じて、製品の幅を充実させたり、また開発

コストを削減する方向が考えられる。その基本ロ

ジックは工程技術の場合と同様で、製品を中核部

分と周辺部分とに区分し、ニーズに合わせて周辺

部分の組合せを変化させることによって、製品の

多様性を低コストで実現するものである。その際

鍵となるのが、中核部品（モジュール）の開発と

インターフェース・ルールの設定である。例えば、

シートの開発においてどの部分を中核部品（モ

ジュール）とするかによって、シートの性能や組

み合せの潜在的可能性が制約される。また、イン

ターフェース・ルールを誰がどのように決めるの

かも、戦略的に重要である。インターフェース・

ルールを自動車メーカーが決めるのであれば、部

品メーカーの役割は部品設計の委託、生産機能の

提供にとどまる。一方、インターフェース・ルー

ルの策定を部品メーカーが担う場合には、幅広い

要素技術の知識やその合成技術などが必要となる。

また、いったん決定したインターフェース・ルー

ルは長期間維持するほど効率的となるので、技術

の変化を適切に展望する能力も必要となる。

　他方で、統合型アーキテクチャの場合、製品シ

ステムのトータルな最適化を目指す方向に技術能

力が進化すると考えられる。統合型は製品システ

ムに非常に高度な性能や製品精度が求められる場

合に、有利な設計戦略である。ある顧客ニーズ

（例えば、開放的な室内空間の確保）に対して最適

な設計を図る場合には、むしろインターフェース

のルール化は設計に冗長性をもたらす。例えば、

燃料タンクの設計を考えると、事前に燃料タンク

と周辺部分のインターフェースをあえて標準化せ

ず、自由に燃料タンクの位置や形状を考えること

によって、車体設計や室内設計に自由度を持たせ

ることが出来る。ただし、構成要素間の調整に多

大なコストがかかるため、システム最適化の効果

がそれを実現するための調整コストを上回ること

が条件となる。この条件が満たされない場合には、

統合型の下で漸進的なコスト削減を図るよりも、

モジュラー型に移行するほうが開発・生産コスト

を節約できる場合もあり得る。

�　能力形成の課題

　最後に、部品メーカーにおける技術能力形成の

課題を指摘しておこう。

　第一に、モジュラー型であれ統合型であれ生産

の効率性向上には一定の限界がある。自動車部品

46品目の経験曲線を長期にわたり測定した研究
（目代、2001）によると、1980年代以降、半分以上
の品目で部品価格の低下が進まなくなっている。

本稿では、モジュラー型と統合型のいずれが効率

性の向上に制約が大きいかは判断できないが、藤

本・武石・青島（2001）によると、システムの改
善可能性は統合型の方が大きく、モジュラー型は

改善の余地が相対的に制約されることが示唆され

ている。いずれの場合にしても、部品の付加価値

の増大や基盤技術のレベルアップがなければ、効

率性の改善努力は早晩壁に突き当たる可能性が大

きい。

　第二に、製品（部品）技術変化への対応力ある

いは柔軟性が求められる。既存の部品技術に対し

代替的な技術が現われると、部品メーカーが蓄積

してきた技術能力の有効性が陳腐化してしまう。

また、技術の代替がなくとも、製品アーキテク

チャの軌道修正が行われる場合には、部品メー

カーの既存の技術能力が陳腐化する恐れがある。

本稿でこれまで議論してきたように、部品メー

カーに求められる技術能力は、製品アーキテク

チャの違いによって異なる部分が少なくない。異

質な技術についても関与することにより、潜在的

な技術変化のリスクに対して担保する必要があろ

う。

　第三に、近年の自動車産業の傾向として、統合

型からモジュラー型へのアーキテクチャの軌道変

更が進みつつある。統合型からモジュラー型へと

軌道変更され、構成要素間の高度な擦り合せの必

要性が低下すると、擦り合せ的な調整能力の重要
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性も相対的に低下する。これまで日本の部品メー

カーは、程度の差はあるが統合型アーキテクチャ

を前提として、調整能力を高度化させてきた。モ

ジュラー型アーキテクチャにおいても、調整能力

はものづくり能力の基礎として重要であるが、競

争優位の源泉としての地位は低下する可能性があ

る。この場合求められるのは、製品のアーキテク

チャを根本から見直し、構成要素間の相互関連を

再設計し、新たなモジュールの切り口を発見する

構想力であろう。日本の自動車部品メーカーは、

これまで高い技術力を誇ってきた。しかしその多

くは、統合型アーキテクチャを前提とする限りの

技術力であり、モジュラー型アーキテクチャに対

応した技術能力の形成はまだ十分に進んでいない。

６．む す び

　本稿では、主に技術論的な観点から自動車部品

産業における技術能力の形成について議論した。

部品メーカーの技術能力として、工程技術能力、

製品開発能力、調整能力に焦点を当て、製品アー

キテクチャ特性が能力形成に与える影響を概念的

考察および事例分析により検討した。部品メー

カーは、多様な製品開発を進めるのではなく、よ

り効率的な生産、品質の向上、コストの低下など

に力を入れてきた。そのため、生産機能を垂直方

向へ拡張させ、技術の一貫性ないし体系化を志向

している。また、製品アーキテクチャの違いは主

に調整能力の内容に違いをもたらす。モジュラー

型では、インターフェース・ルールの決定に、統

合型では構成要素間の継続的な調整に調整能力の

焦点がおかれる傾向がある。

　最後に本稿の残された課題について述べる。第

一に、本稿の議論は少数の事例研究に基づいてい

る。したがって事例企業に固有な要因も分析に含

まれている。本稿の考察の普遍性を高めるために

は、より多くの事例の検証や定量的データを用い

た統計的分析が必要であろう。

　第二に、部品メーカーがより効率的に技術能力

を形成するためにいかなる方策が活用できるだろ

うか。本稿では部品メーカーの技術能力の一部と

して調整能力があることを示した。企業内での調

整活動では、地道な経験蓄積と継続的な組織学習

が重要な能力形成の方法であろう。また、事例研

究では、自動車メーカーとの共同の開発作業を通

じて部品メーカーの技術能力が高度化することが

示唆されていた。したがって企業間の調整活動で

は、相手方企業との共同作業が調整能力を獲得す

る上で有効な手段であると考えられる。しかし、

具体的にどのようなプロセスで調整能力が獲得さ

れるのかは、本稿では明らかに出来なかった。

　第三に、自動車アーキテクチャのモジュラー化

の影響についてより詳細に検討する必要がある。

今後、自動車設計のモジュラー化がどこまで進む

かは見極めが必要であるが、部品メーカーとして

は技術変化のリスクに対して一定の予備的対応が

必要である。部品設計のモジュラー化によって、

部品の複合度や機能的一貫性が高まるとともに、

従来自動車メーカーが担ってきた部品間の水平的

な調整が部品メーカーに委託される可能性もでて

きた。日本の部品メーカーは、企業間の垂直的な

分業においては、承認図方式などの取引システム

を通じて高度な調整を実現してきたが、企業間の

水平的な分業への対応はまだ十分ではない。水平

的な分業においても、相手先企業との共同作業が

調整能力を獲得するための重要な源泉の一つであ

ろう。しかしこの点についても、詳細は明らかに

出来なかった。モジュラー型アーキテクチャに適

応的な技術能力の具体的な獲得プロセスの究明は

今後の課題としたい。
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Abstract

This article discusses characteristics of technological capabilities and the role of product architecture
in capability building in the automobile parts industry in Japan. The product architecture is the scheme
by which functional elements of a product are allocated to physical components. There are two modes
of product architecture: a modular and an integral architecture. Major portion of automobile parts are
based on the integral architecture, which requires complex and continual adjustments among interacting
physical components as well as coordination of interactive activities between a focal assemblers and
suppliers. This task nature encourages suppliers to build technological capabilities in a manner that
advances adjustment and coordination functions. In the article two cases of suppliers are illustrated in
detail—one produces fuel tanks and the other manufactures seats—in order to argue how they achieve
coordination of interacting activities, and how the architecture influences processes that suppliers build
technological capabilities.
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